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はじめに 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下「省エネ法」という。）では、特定事業者、特定連鎖

化事業者、認定管理統括事業者及び管理関係事業者（以下「特定事業者等」という。）に対して自主的

な省エネ取組を促している。約１２,０００の特定事業者等に対して省エネ法に基づく定期報告書及び中

長期計画書（以下「定期報告書等」という。）の報告を毎年求めている。定期報告書は、エネルギーの使

用状況やその合理化の状況、判断基準の遵守状況等を報告し、中長期計画では、判断基準に定められ

た目標に対する計画を策定し報告することになっている。 

本事業では、事業者の省エネ取組の実態や計画を分析し、省エネの進展の程度やその推進や阻害要

因等について、事業者別、業種別、事業規模別等に明らかにするとともに、分析結果について、省エネ政

策立案や見直しの材料とすることや、その内容を事業者にフィードバックすることを通じて、今後さらに

事業者の自主的な省エネ取組を促すことを目的として実施した。 
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図 1-1 Accessにおけるクエリ作成例① 

 

 

図 1-2 Accessにおけるクエリ作成例② 
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図 1-3 Accessにおけるクエリ作成例③ 

 

なお、データは 7 年度分取り込んでおり、1 事業者のデータが 1 行に並んで表示されるが、提出して

いない年度があった場合には、図 1-4の赤枠囲みのように空欄となる。 

 

 

図 1-4 データ抽出例 
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11_繊維工業 48_運輸に附帯するサービス業 

12_木材・木製品製造業（家具を除く） 53_建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

13_家具・装備品製造業 54_機械器具卸売業 

14_パルプ・紙・紙加工品製造業 55_その他の卸売業 

15_印刷・同関連業 57_織物・衣服・身の回り品小売業 

16_化学工業 63_協同組織金融業 

17_石油製品・石炭製品製造業 64_貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関 

18_プラスチック製品製造業（別掲を除く） 69_不動産賃貸業・管理業 

19_ゴム製品製造業 70_物品賃貸業 

21_窯業・土石製品製造業 75_宿泊業 

22_鉄鋼業 76_飲食店 

23_非鉄金属製造業 78_洗濯・理容・美容・浴場業 

24_金属製品製造業 79_その他の生活関連サービス業 

25_はん用機械器具製造業 80_娯楽業 

26_生産用機械器具製業造 81_学校教育 

27_業務用機械器具製造業 82_その他の教育，学習支援 

28_電子部品・デバイス・電子回路製造業 83_医療業 

29_電気機械器具製造業 94_宗教 

30_情報通信機械器具製造業 95_その他のサービス業 

31_輸送用機械器具製造業 97_国家公務 

32_その他の製造業  

 

2.2.3 分析対象業種の傾向 

昨年度と同様に分析対象業種の傾向を日本標準産業分類中分類毎の業種を大分類にまとめ、業種

を横串に見て次のような傾向を確認した。 

 総エネルギー使用量が減少から増加に転じている業種が多かった。 

 原単位前年比と 5年度間原単位平均変化は、増加、減少、横ばい傾向と同じ大分類に分類され

る業種（中分類）であっても異なる傾向を示していた。 

 原単位悪化の要因を見るとほとんどの業種で未だ新型コロナウィルス感染症の影響が見られた。 

 努力目標の達成状況の割合は大分類毎に異なっていた。 

ただし、同じ業種であっても原単位前年比や 5 年度間平均原単位変化の加重平均や算術平均の傾

向が異なることがある等、傾向を一言で増加・減少と言うことが難しい場合があったため業種毎（中分類

毎）の分析結果を確認する必要がある。 

業種毎（中分類別）にみると、「製造業」では原単位前年比の平均がほとんどの業種で改善していた。

分析対象業種全体を見ると３１の業種で原単位前年比の平均が改善していた。 
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2.2.4 業種別の要因分析 

（1） 05_鉱業，採石業，砂利採取業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継

続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

6%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、６割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響はほとんど見られなかった。 

過年度に原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、エネルギー使用量の多い企業の影響

のためである。 

原単位前年比の主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症の影響緩和による出勤人員増加、出荷数量減少、2021 年 4 月からの新収

益認識基準での算定方式の適用等。 

【内的要因】 

坑井の減退による生産量の減少、生産につながらない耐震工事、採掘した原材料が細かくなってきてい

ることにともなう集塵機の導入等。 
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図 2-4エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-5エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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（4） 09_食料品製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、増加傾向から減少傾向に推移している（継続事業者）。全事業者の増減

は事業者数の変動、継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者

の変動幅は、最大でも 1%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 3 割程度を占めた。原単位前年比の加重平均と算術平均は同

様の傾向を示している。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

気温上昇による空調負荷の増加、新型コロナウィルスの影響に伴う生産数量の減少や新型コロナウィル

ス感染症対策のための換気強化による空調負荷の増加等。  

【内的要因】 

販売製品構成の変更、エネルギー消費量の多い生産の増加、多品種小ロット生産、機械設備の老朽化

（ボイラー配管の経年劣化による蒸気漏れ）、製造設備増設、新ラインの立ち上げによる生産に寄与しな

いエネルギー使用量の増加等。 
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図 2-19 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-20  エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、62%の事業者が密接値に生産量（ｔ、kl、ケース、本、個、等）を用いてい

る。また、新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善していることから緩和されつつある

と考えられる。 
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（6） 11_繊維工業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、

継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大で

も 8%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 4割程度を占めた。 

2021 年度が原単位前年比の加重平均が算術平均と大きく異なるのは、エネルギー使用量の大きい

企業の原単位前年比が算術平均と比較して小さい値となっているためである。全体的な算術平均と加

重平均の傾向は同じである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響による受注の減少により連続操業ができないことや部品不足による

効率が悪い運用、小ロット多品種生産による生産性の低下等。  

【内的要因】 

蒸気配管の漏れ、保温材老朽化、スチームトラップ故障等の生産設備の経年劣化、試作やトラブルによ

るエネルギー使用量増加等。 
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図 2-29 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-30 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、8４%の事業者が密接値に生産量（t、m2、km、疋、反、等）を用いている。

また、新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比をみると大きく改善しており緩和されつつある

と考えられる。 
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（9） 14_パルプ・紙・紙加工品製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、

継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大で

も 6%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 3割程度を占めた。 

特に2020年度に原単位原単位前年比の加重平均が算術平均と大きく異なるのは、エネルギー使用

量の多い企業 2 社の原単位前年比が算術平均よりも大きいためである。全体的な算術平均と加重平

均の傾向は同じである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

コロナ感染者発生による一部加工ラインの停止、渇水による生産効率悪化、新型コロナウィルス対策の

ための換気強化等。 

【内的要因】 

生産品種変更（エネルギー使用量の多い品種の増加）、試作品製造、小ロット多品種化、原料品質悪化

にともなう工程時間の延長、乾燥が必要な商品の増加、設備の故障や効率低下、黒液によって発電した

電力の販売分を化石燃料で補ったため等。 
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図 2-45 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 図 2-44 エネルギー使用量の推移（全事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、81%の事業者が密接値に生産量（t、m2、枚、km、m3 等）を用いている。

新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が大きく改善しており緩和されつつあると考えられ

る。 
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（10） 15_印刷・同関連業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向で推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続事

業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 6%

程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 2割程度を占めた。 

2020年度における原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、エネルギー使用量の多い企

業の原単位前年比が算術平均より悪化しなかったためと考えられる。全体的な算術平均と加重平均の

傾向は同じである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新聞発行部数減少といった生産減少による無駄な待機エネルギーの消費、新型コロナウィルス等の影

響による生産金額の減少、 冷暖房負荷の増加、換気強化による空調負荷増加、エネルギー使用量が同

等であっても生産金額が減少したことによる影響。 

【内的要因】 

生産品質保持及び生産トラブルを防ぐことを目的とした生産空調の運転時間の延長、設備故障等。 
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図 2-49 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-50 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、３１%の事業者が密接値に生産量（枚、km、m2 等）を用いている。また、

新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善していることから緩和されつつあると考えら

れる。 
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（13） 18_プラスチック製品製造業（別掲を除く） 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継

続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

4%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、６割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 3割程度を占めた。 

原単位前年比の加重平均と算術平均はほぼ同様の傾向を示している。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

気温要因による空調負荷の増加、新型コロナウィルス感染症防止対策のための換気強化による空調負

荷の増加、新型コロナウィルス感染症等の影響による生産量や売上の減少、半導体不足の影響による

受注減少、レジ袋有料化による受注量の減少、上海のロックダウンの影響による生産数量の減少等。 

【内的要因】 

売上高に直接関与しない設備の稼働時間増加、新規設備の導入、原材料の変更にともなう蒸気使用量

の増加、生産設備の老朽化のための設備トラブルの増加による製造効率の低下、多品種・小ロット生産、

薄利多売品から高単価品小ロット生産への切り替え、重量の軽い製品製造の増加、原単位の小さい製

品の生産減少及び原単位の大きな製品の生産増加、設備の経年劣化にともなう設備トラブルによる製

造効率の低下、大規模な改修工事、作業環境改善のための冷房設備の増強、顧客からのコスト低減要

請による生産金額の減少及び品質レベルの強化、原材料変更の影響による生産歩留まりの低下、試運

転・試作品の増加等。 
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図 2-64 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-65エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、65%の事業者が密接値に生産量（t、個、m2、km 等）を用いている。また、

新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善していることから緩和されつつあると考えら

れる。 
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（17） 23_非鉄金属製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向で推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続事

業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 17%

程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 2割程度を占めた。 

2020年度に原単位原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、業種全体のエネルギー使

用量に占める割合が高い企業の影響のためである。算術平均と加重平均の傾向は全体的に同じであ

る。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

半導体不足による生産数減少、新型コロナウィルス感染症等の影響による生産量の減少。 

【内的要因】 

製品の高難度化や高品質化、生産システム更新時のトラブル、間接建屋竣工によるエネルギー増加、製

品構成の変化、製品試作等。 
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図 2-84 エネルギー使用量の推移（全事業者） 

 
図 2-85 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、71%の事業者が密接値に生産量（t、km、等）を用いている。また、新型コ

ロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善していることから緩和されつつあると考えられる。 
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（18） 24_金属製品製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継

続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

7%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 3割程度を占めた。 

原単位前年比の加重平均と算術平均は同様の傾向を示している。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響で生産量減少、半導体供給不足に伴う主要顧客の減産の影響、ロ

シア・ウクライナ戦争、上海ロックダウンなどの影響を受けインバータをはじめ電気部品が入手困難と

なったこと等。 

【内的要因】 

生産量減少、エネルギーを消費する製品の増加、ロット数の大きい生産の減少にともない生産していな

い時間の増加、製品の試作、試運転、製品単価の低下、品質維持、設備の経年劣化等。 
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図 2-89 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-90 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、49%の事業者が密接値に生産量（t、缶、個、等）を用いている。また、新

型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善していることから緩和されつつあると考えられ

る。 
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（22） 28_電子部品・デバイス・電子回路製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少から増加傾向に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、

継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大で

も 4%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、4 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 3割程度を占めた。 

2020年度に原単位前年比の加重平均が算術平均と顕著に異なるのは、エネルギー使用量の大きな

企業の原単位前年比が算術平均と比較して小さいためである。算術平均と加重平均の傾向は全体的に

は同じである。  

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響及びサプライチェーンの停滞に起因した原材料不足による生産量の

減少、空調負荷の増加等。 

【内的要因】 

エネルギー消費量の多い設備の増設、エネルギー消費量の多い品種の増加、多品種生産、新棟の竣工、

単価値下げによる密接値である売上金額の減少、設備の老朽化、高付加価値製品の増加、省エネ効果

の大きい設備更新が一巡し省エネ効果が限定的となったこと等。 

 

7,229,887
7,104,929

7,368,791

7,727,914

8,014,211

6,600,000

6,800,000

7,000,000

7,200,000

7,400,000

7,600,000

7,800,000

8,000,000

8,200,000

2017(N=326) 2018(N=317) 2019(N=314) 2020(N=309) 2021(N=303)

(kl)

エネルギー使用量の推移_全事業者

(28_電子部品・デバイス・電子回路製造業）

5,209,997

5,063,389

4,994,986
5,020,270

5,233,554

4,850,000

4,900,000

4,950,000

5,000,000

5,050,000

5,100,000

5,150,000

5,200,000

5,250,000

5,300,000

2017 2018 2019 2020 2021

(kl) (N=237)
エネルギー使用量の推移_継続事業者

(28_電子部品・デバイス・電子回路製造業）

図 2-109 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-110 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、40%の事業者が密接値に生産量（個、m2、枚、t、ピン、等）を用いている。

また、新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比が改善しており緩和されつつあると考えられ

る。 
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（23） 29_電気機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向で推移している(継続事業者)。全事業者の増減は事業者数の

変動、継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、

最大でも 6%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、5 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症の影響が悪化要因の 4割程度を占めた 

2020 年度に原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、業種全体のエネルギー使用量に

占める割合が高い企業の原単位前年比が悪化しなかったためである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響による売上減少（付加価値減少）、新型コロナウィルス感染症等の

影響による工場停止、生産量の減少、換気強化、在宅勤務減少、半導体不足による生産量の減少、気

象要因による空調負荷の増加等。 

【内的要因】 

生産ラインの無い建物の拡張、工場の新設移転に伴う新旧工場の同時稼働、製品構成の影響、新設備

の導入に伴う社外生産分の自社生産化、施設の増加等。 
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図 2-114 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-115 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、54%の事業者が密接値に金額（生産高（円）、売上高（円）、付加価値額

（円）、等） を用いている。新型コロナウィルス感染症の影響は、原単位前年比をみると改善しており緩和

されつつあると考えられる。 
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（24） 30_情報通信機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少傾向で推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続事

業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも 10%

程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、2 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 6割程度を占めた。 

2018 年度において算術平均と加重平均が顕著に異なっていたが至近では同様の傾向を示している。

2018 年度の原単位前年比の加重平均と算術平均に差が生じているのはエネルギー使用量の大きい

企業が算術平均と比較して原単位前年比が小さかったためたと考えられる。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症の影響による換気の強化、売上の減少、半導体不足による生産量の減少、気

象の影響、冠水による被害等。 

【内的要因】 

試運転、試作品の影響等。 
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図 2-119 エネルギー使用量の推移（全事業者） 

 

図 2-120 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、36%の事業者が密接値に金額（生産高（円）、売上高（円）、付加価値額

（円）、研究開発費（円））を用いている。また、新型コロナウィルス感染症の影響は原単位が改善してい

ることから緩和されつつあると考えられる。 
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（25） 31_輸送用機械器具製造業 

1） エネルギー使用量の推移 

体のエネルギー使用量は、減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続

事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

8%程度である。 

  

 

 

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、6 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 5割程度を占めた。 

原単位前年比の加重平均と算術平均は同様の傾向を示している。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響による生産量減少、半導体不足とその他材料不足によるアイドリン

グ発生、上海ロックダウンの影響による生産計画変更、売上高減少等。 

【内的要因】 

低稼働率、新規設備導入、設備のオーバーホール、設備の老朽化、設備の故障等。 
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図 2-124 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-125 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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（27） 33_電気業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、継続事業者において減少傾向で推移している。全事業者の増減は事業

者数の変動、継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動

幅は、最大でも 23%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022年度提出（2021年度実績）の原単位前年比は、8割程度の事業者で悪化している。原単位前

年比の加重平均は横ばい傾向にある。一方、原単位前年比の算術平均は減少している。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

運転時間の減少と起動・停止回数の増加（再生可能エネルギー導入量拡大の影響と思われる系統運用

の変化による起動・停止の増加、再生可能エネルギー発電設備の稼働率を上げるための内燃力発電設

備の稼働抑制に伴う効率の低い負荷帯の時間増加）、大口需要家への蒸気供給量減少によるコージェ

ネレーションの効率悪化等。 

【内的要因】 

ＬＮＧ火力の定期検査による石炭・石油火力の発電割合の増加、発熱量が低い石炭比率の増加、経年

劣化、設備故障によるバイオマス混焼率の低下等。 
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図 2-134 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-135 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、86%の事業者が密接値にその他量（発電電力量(MWh)、送電量

(MWh)、送電端電力量(MWh)、等）を用いている。また、新型コロナウィルス感染症の影響に関する記

載はあまり見られなかった。 
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（30） 39_情報サービス業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、継続事業者において減少傾向で推移している。全事業者の増減は事業

者数の変動、継続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動

幅は、最大でも 6%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022年度提出（2021年度実績）の原単位前年比は、3割程度の事業者で悪化している。過年度に

原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、業種全体のエネルギー使用量に占める割合が高

い企業の影響のためである。最近の算術平均と加重平均の傾向は全体的には同じである。また、新型コ

ロナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 2割程度を占めた。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症の影響緩和にともなう出社人数の増加等。 

【内的要因】 

サーバ台数の増加、サーバの省スペース化による床面積減少、事務所移転による床面積の減少、NW

機器などエネルギー使用量が少ないラックの撤去にともなう機器使用面積の減少、原単位の大きなデー

タセンターの拠点追加、高発熱のサーバへの更新、サーバを撤去しても空調負荷は比例して減少しない

こと等。 
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図 2-149 エネルギー使用量の推移（全事業者） 
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図 2-150 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、31%の事業者が密接値に面積、24%が IT 機器消費電力量（kl、MWh）

を用いている。また、新型コロナウィルス感染症の影響は原単位前年比が増加に転じていることから緩

和されつつあると考えられる。 
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（32） ４8_運輸に附帯するサービス業 

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は、減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継

続事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

13%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、4 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルス感染症等の影響が悪化要因の 6割程度を占めた。 

2020 年度に原単位前年比の加重平均が算術平均と比べて小さいのは、業種全体のエネルギー使

用量に占める割合が高い企業の変動が算術平均と比較して大きくないためであると考えられる。算術

平均と加重平均の傾向は全体的には同じである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症の影響と考えられる物流の停滞による冷凍コンテナ使用時間の増加、新型コ

ロナウィルス感染予防のための換気強化による空調負荷の増加、荷役隻数減少によるＴＶＲ運転環境の

変化、水族館営業再開にともなう水処理・空調設備負荷の増加等。 

【内的要因】 

ボイラー稼働環境変化等。 
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図 2-159 エネルギー使用量の推移（全事業者） 図 2-160 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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4） 密接値の設定状況・新型コロナウィルス感染症の影響 

指定工場等単位でみると、30%の事業者が密接値に延床面積（m2）、19%がコンテナ取扱量

(TEU)を用いている。また、新型コロナウィルス感染症の影響は原単位前年比が減少していることから

緩和されつつあると考えられる。 

  















































 

146 

（44） 7９_その他の生活関連サービス業  

1） エネルギー使用量の推移 

全体のエネルギー使用量は減少から増加に推移している。全事業者の増減は事業者数の変動、継続

事業者の増減は、個々の事業者の使用量増減による影響である。継続事業者の変動幅は、最大でも

14%程度である。 

  

 

2） 原単位前年比の推移 

2022 年度提出（2021 年度実績）の原単位前年比は、3 割程度の事業者で悪化している。新型コロ

ナウィルスの影響が悪化要因の 6割程度を占めた。 

過年度に原単位前年比の加重平均が算術平均と異なるのは、業種全体のエネルギー使用量に占め

る割合が高い企業の影響のためである。算術平均と加重平均の傾向は全体的には同じである。 

主な悪化要因は次のとおりである。 

【外的要因】 

新型コロナウィルス感染症等の影響のため営業時間の短縮、休業、結婚式の延期・縮小・葬儀関係の規

模縮小、猛暑、地震による施設被害、火葬件数の増加等。 

【内的要因】 

施設の増加等。 
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図 2-219 エネルギー使用量の推移（全事業者） 

 

図 2-220 エネルギー使用量の推移（継続事業者） 
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2.2.5 外的要因による原単位変動が 5年度間平均原単位変化に与える影響の分析 

2.2.6 密接値の原単位変動要因分析 

（1） 目的 

定期報告書を提出した事業者のうち、新型コロナウィルス感染症等を始めとする外的要因が原単位

に与えた影響は改善方向と悪化方向の 2 面性がある。昨年に引き続き、各事業所について外的要因に

よる影響を分析し、業種別等の状況について把握した。 

（2） 評価方法 

1） 各事業所のコロナ禍前後の原単位の比較方法 

2019年度提出（2018年度実績）以前をコロナ前、2020年度提出（2019年度実績）以降をコロナ

禍とし、各事業所についてコロナ禍前後の原単位等を比較することにより、コロナ等を含む外的要因の

影響を算定した。トレンド値を「外的要因の影響がないと仮定した場合の値」、実績値を「外的要因の影

響を受けた値」として、トレンド値と実績値の大きさを比較することにより分析を行った。なお、算定にあ

たっては、原単位そのものを利用するため、省エネ法定期報告書の指定第 4 表にて報告された値を用

いた。 

トレンド値は、各事業所を対象に省エネ法定期報告書の提出年度と各年度の実績値の関係を近似し

て求めた。具体的には、各事業所について、2018 年度提出（2017 年度実績）～2019 年度提出

（2018 年度実績）のトレンドとして、（式 1）の通り傾き𝑏を、（式 2）の通り切片𝑎を求めた。ただし、𝑡は提

出された年度を、𝑦𝑡は省エネ法定期報告書の𝑡年度提出値を示す。また、2018年度提出（2017年度実

績）～2019年度提出（2018年度実績）において、𝑡̅は提出された年度の平均（=2017.5）、𝑦𝑡̅は各事業

所における省エネ法定期報告書の提出値の平均である。 

（式 3）により、2020 年度提出（2019 年度実績）～2022 年度提出（2021 年度実績）のトレンド値

を線形補間した。 

 

𝑏 = ∑
(𝑡 − 𝑡̅)(𝑦𝑡 − 𝑦𝑡̅)

(𝑡 − 𝑡̅)2

𝑡=2019

𝑡=2018

(式 1) 

𝑎 = 𝑦𝑡̅ − 𝑏𝑡̅ (式 2) 

𝑦𝑡 = 𝑎 + 𝑏𝑡 (式 3) 

 

次に、原単位、原単位分子、原単位分母のそれぞれについて、各事業所について下記の値を算出した。

なお、それぞれのトレンドからの変化係数について、トレンドからの変化係数が 1 より大きい時は外的要

因の影響により実績値が大きくなったことを、トレンドからの変化係数が 1より小さい時は外的要因の影

響により実績値が小さくなったことを示す。 
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（原単位のトレンドからの変化係数） 

=
（原単位の実績値）

（外的要因の影響がないと仮定したときの原単位トレンド値）
 

=

（原単位分子の実績値）

（原単位分母の実績値）

（外的要因の影響がないと仮定したときの原単位分子トレンド値)

（外的要因の影響がないと仮定したときの原単位分母トレンド値）

 

 

（原単位分子のトレンドからの変化係数） 

=
（原単位分子の実績値）

（外的要因の影響がないと仮定したときの原単位分子トレンド値）
 

 

（原単位分母のトレンドからの変化係数） 

=
（原単位分母の実績値）

（外的要因の影響がないと仮定したときの原単位分母トレンド値）
 

 

算定にあたっては、各年度について、平均の±2σ は外れ値として集計対象から除外した。また、トレ

ンドからの変化係数が 0.01以下もしくは 3以上となった事業所は、外れ値として当該年度の集計対象

から除外する処理を行った。 

外的要因の影響の分析対象年度は、2018 年度提出（2017 年度実績）～2021 年度提出（2020

年度実績）とした。 

2） 業種・原単位分母種ごとの原単位の変動の分類方法 

トレンドからの変化係数を事業所ごとに算出し、業種や原単位分母毎に分布を分析する際に、事業所

分布のグラフの形状の特徴をもとに表 2-15の通り分類した。具体的には、外的要因により原単位が改

善方向の影響を受けた事業所が多いグループ、外的要因の影響により原単位が改善と悪化のいずれか

の方向に作用した事業所が各々同数程度のグループ、外的要因により原単位が悪化方向の影響を受

けた事業所が多いグループの 3種類に分け、それぞれについて、トレンドからの変化係数の事業所の分

布のグラフが尖っているかなだらかであるかで 2グループに分類し、合計で 6通りのグループに分類し

た。 

ただし、尖度とは、頻度分布の鋭さを表す指標であり、Excelの分析ツールを用いて算出した。 
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要因として、原単位が悪化したことが報告されている。また、一部業種では、「半導体不足による生産数

減少・部品入手難化」、「レジ袋有料化による受注量の減少」を外的要因として原単位が悪化したことが

報告されている。 

そのため、今後、気候変動等による影響や、コロナ禍での換気・生産数量低下の影響に加え、国際・国

内情勢の影響を大きく受けた製品（半導体・レジ袋等）を材料に利用する業種についても、流通量の減

少や価格の高騰がどのような影響を与えたのかを検討することは有効だと考えられる。 
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2.3 総合エネルギー統計のエネルギー量に対する省エネ定期報告書のカバー率の推計 

日本のエネルギー消費量において、定期報告書にて報告されたエネルギー使用量が総合エネルギー

統計詳細表（以下、「エネバラ」という。）のエネルギー量に対して占める割合を把握することは、エネル

ギー多消費型の事業所に対する今後の省エネ政策を策定する上でも重要となる。 

平成 29 年度～平成 30 年度及び令和 2 年度、令和 4 年度では、産業部門及び業務他部門におけ

るエネバラに対する定期報告書のカバー率が算定されていた。そのため、過年度に引き続き令和 5 年

度でも、エネバラのエネルギー量に対して、省エネ法定期報告書において報告されたエネルギー使用量

がどの程度カバーしているかを把握するため、産業部門及び業務他部門のカバー率を推計する。 

また、省エネ法の改正に伴い、省エネ法に定められた報告義務を履行していない事業者が一定数発

生することが想定されるため、法改正後のエネルギー使用量が 1,500klを下回りそうな事業者数と、上

回りそうな事業者数を推計した。 

2.3.1 総合エネルギー統計表のカバー率の推計方法（産業部門、業務他部門） 

（1） 目的 

総合エネルギー統計のエネルギー量に対して、省エネ法定期報告書において報告されたエネルギー

使用量がどの程度カバーしているかを把握するため、総合エネルギー統計に対する省エネ法定期報告

書のカバー率を算定した。算定式は以下のとおりである。 

𝒓𝒊𝒕＝
𝑻𝒊𝒕
𝑩𝒊𝒕

 

当該年度（t）、当該業種（i）におけるカバー率（𝒓𝒊𝒕）は、省エネ法定期報告書で報告されたエネルギー

使用量の合計（𝑻𝒊𝒕）を、総合エネルギー統計より推計されたエネルギー消費量の合計（𝑩𝒊𝒕）で割った値と

する。割合を算定し分析する際の前提として、分母と分子のバウンダリを可能な限り統一させることが望

ましい。 

分母となる総合エネルギー統計によるエネルギー消費量、分子となる省エネ法定期報告書で報告さ

れたエネルギー使用量が比較されうるものかを検討するため、まずは総合エネルギー統計、省エネ法定

期報告書の概要について記す。 

（2） 総合エネルギー統計と省エネ法定期報告書の概要 

1） 省エネ法定期報告書 

a. 目的 

省エネ法では、特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者が、工場・事業場に関して

毎年度のエネルギーの使用の状況等について定期報告書を提出することを義務付けている。定期報告

書は、各事業者のエネルギー使用量、エネルギー消費原単位及び電気需要標準化評価原単位とそれら

の推移、エネルギーを消費する設備の状況、判断基準の遵守状況等の記載項目がある。資源エネル

ギー庁ではこれらの情報をもとに、中長期的にみて年平均 1%以上のエネルギー消費原単位又は電気

需要平準化評価原単位の低減状況や、一部業種にはエネルギー消費原単位をもとにしたベンチマーク
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1） 対象エネルギー種の相違 

総合エネルギー統計のエネルギー転換部門に計上されている自家用発電と自家用蒸気の計上値の

中には、各事業者が再生可能・未活用エネルギーを利用した発電や蒸気発生時のエネルギー投入量が

含まれている。また、化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルトなどは非エネルギーとして最終エネル

ギー消費部門に含まれている。 

一方で、省エネ法定期報告書では、化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルト、再生可能・未活用

エネルギー等の化石燃料由来の CO2を発生しないエネルギー使用量は把握されていない。 

そこで、総合エネルギー統計を省エネ法定期報告書のエネルギー種に絞って集計し、その値に対す

る省エネ法のカバー率を集計した。具体的には、総合エネルギー統計の最終エネルギー消費部門に含

まれている化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルト、及びエネルギー転換に計上されている再生可

能・未活用エネルギーの自家用電力と自家用蒸気のエネルギー消費量を除いた。 

 

2） エネルギー消費時点の相違 

総合エネルギー統計では、自家用発電や自家用蒸気発生を実施するために投じた燃料のエネル

ギー消費量は「エネルギー転換」で業種別に計上され、実際に事業者が利用した電力や熱等の最終エネ

ルギーが「最終エネルギー消費」の自家用発電や自家用蒸気として業種別に計上されている。 

省エネ法定期報告書では、各事業者が投入したエネルギー量が計上されている。そのため、省エネ

法定期報告書と総合エネルギー統計では、自家用発電と自家用蒸気のエネルギーの計上方法が以下

のように異なる。 

⚫ 総合エネルギー統計：最終エネルギー消費部門のエネルギー消費量として計上。 

⚫ 省エネ法定期報告書：エネルギー使用量を一次エネルギー換算値として計上。 

以上より、総合エネルギー統計のエネルギー使用量のうち、「最終エネルギー消費量（総合計/電力･

熱寄与損失配分後合計エネルギー利用総合計）」から「再生可能エネルギー」「未活用エネルギー」を引

いた値を、省エネ法定期報告書に対応したエネルギー使用量として集計した。なお、自家用発電及び自

家用蒸気生成に伴うエネルギー投入量も上記の値に含まれる。 

 

3） 対象業種区分の相違 

省エネ法定期報告書、総合エネルギー統計ともに、中分類で集計・比較することが可能である。ただ

し、総合エネルギー統計では、一次エネルギーはエネルギー転換部門と最終エネルギー消費部門に配

分され、エネルギー転換部門では一次エネルギーを2次エネルギー（電力等）に転換し、最終エネルギー

消費部門に供給し、転換過程及び供給過程で損失が発生している。さらに、省エネ法定期報告書での

事業用エネルギー転換に相当する業種（電気業、ガス業、熱供給業）のエネルギー量は、エネルギー転

換を経て電力や熱といった形態で、最終エネルギー消費部門に計上されている。 

省エネ法定期報告書は、各事業者の産業小分類別の内訳別のエネルギー使用量を、以下の表 

2-49のような中分類別に集計する。 
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6） 需給バランスの調整に関する相違 

総合エネルギー統計は、エネルギー消費統計の他、石油等消費動態統計等の複数統計を組み合わ

せて集計を実施している。また、推計にあたっては各種統計の欠測値の補完、供給側エネルギー消費量

と需要側エネルギー消費量の整合のための補完等を実施している。具体的には、各エネルギーにおいて

次の a.～h.の調整を実施している。 

一方で、省エネ法定期報告書の集計値は、各事業者から報告された実測値を集計しているため、推

計値と実測値による乖離が生じる可能性がある。 

以下の総合エネルギー統計における需給バランスの調整は詳細の推計方法が公表されておらず、個

別に調整することは困難である。従って、需給バランスの調整部分の考察までは実施せず、日本のエネ

ルギー需給（需給バランスの調整後）に対する定期報告のカバー率を検討する。 

a. NGL・コンデンセート 

石油化学用は原料用への品種振替分、発電用は在庫変動分での統計調査が行われていないことが

明らかであるため、該当部門に統計数値の不突合を計上する。 

b. オイルコークス、電気炉ガス 

統計にない品種転換が転換段階で行われているものとみなし、｢品種転換｣を計上し統計数値の不

突合を調整（相殺）する。 

c. 製油所ガス 

石油精製の自家消費で統計調査が行われていないことが明らかであるため、当該部門の消費として

供給超過相当分を計上する。 

d. 回収硫黄 

化学工業で統計調査が行われていないことが明らかであるため、当該部門の消費として供給超過相

当分を計上する。 

e. 木材利用 

ア） 総供給量が総需要量よりも大きい供給超過の場合（散逸、正の誤差） 

自家用電力で統計調査が行われていないことを鑑み、分類不明・自家用発電に統計数値の不突合

を計上する。 

イ） 総供給量が総需要量よりも大きい需要超過の場合（不足、負の誤差） 

事業用電力のバイオマス消費量に木材以外が含まれることから、バイオマスその他への「品種転換」

を計上し、統計数値の不突合を調整（相殺）する。 
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2.3.2 総合エネルギー統計表のカバー率の集計結果と考察 

総合エネルギー統計のうち、省エネ法定期報告書のエネルギー使用量のカバー率を算出した結果を

下記の図（原油換算 万 kl 単位は図 2-261、万 TJ 単位は図 2-262）にそれぞれ示す。図の内側の

円はカバー率の分母となる総合エネルギー統計におけるエネルギー消費量、図の外側の円は省エネ法

定期報告書のエネルギー使用量を示しており、総合エネルギー統計における省エネ法の特定事業者等

のカバー率は、産業部門で約83%、業務他部門で約57%となった。なお、単位は原油換算klである。

業務他部門のカバー率が比較的低いのは、1,500kl 未満の規模の事業者が多いことが要因であると

考えられる。 

 

 

図 2-261 定期報告書のエネルギー使用量のカバー率（2021年度、原油換算 万 kl単位） 
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図 2-262 定期報告書のエネルギー使用量のカバー率（2021年度、万 TJ単位） 
 

なお、下記の図 2-263では、総合エネルギー統計における一次エネルギー供給量、エネルギー転換

量、最終エネルギー消費量と、省エネ法定期報告書に対応したバウンダリのエネルギー使用量を示した。

各段において、エネルギー源別のエネルギー量の大きさと横幅の大きさは対応している。なお、図のうち

家庭部門及び運輸部門は、産業部門及び業務他部門と同様の条件でバウンダリ調整を行った場合の総

合エネルギー統計表の参考値となる。図の 1段目は、エネルギー源別の一次エネルギー供給量を示して

いる。石炭・石炭製品は 481万 TJ、原油・原油製品は 672万 TJ、天然ガス・都市ガスは 400万 TJ、

再エネ・水力・原子力等は 314 万 TJ が一次エネルギーとして国内に供給された。図の 2 段目は、エネ

ルギー転換におけるエネルギー損失量を示している。各エネルギー種の製造と、製造時の自家消費、在

庫変化を加算し、石炭・石油・ガスへの転換によって59万TJ、事業用発電の転換によって459万TJ、

自家用発電の転換によって 89万 TJ、自家用蒸気・地域熱供給の転換によって 21万 TJのエネルギー

が損失された。図の 3段目は、最終エネルギー消費量を示している。産業部門では 574万 TJ、業務他

部門では 205万TJ、家庭部門では 179万TJ、運輸部門では 269万TJがそれぞれ最終エネルギー

の形態で消費された。4 段目は、省エネ法定期報告書のバウンダリに調整後の各部門のエネルギー使

用量となる。産業部門では 748 万 TJ、業務他部門では 335 万 TJ、家庭部門では 296 万 TJ、運輸

部門では 277 万 TJ のエネルギー使用量が定期報告書のバウンダリに対応する。なお、定期報告書の

バウンダリに対応したエネルギー消費量の合計は、化学原料用ナフサ・建築材料用アスファルト・再生可

能エネルギー等の一次エネルギー供給量、事業用エネルギー転換に関連する業種（電気業、ガス業、熱

供給業）のエネルギー量を控除しているため、一次エネルギー供給量の合計よりも小さくなった。 
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図 2-263 総合エネルギー統計におけるエネルギー各時点でのエネルギー量 

 

また、本年度事業で算定した 2017年度（定期報告書、総合エネルギー統計いずれも 2017年度実

績）～2021年度（定期報告書、総合エネルギー統計いずれも 2021年度実績）のカバー率の推移を図 

2-264に示す。 

2017 年度（定期報告書、総合エネルギー統計いずれも 2017 年度実績）～2021 年度（定期報告

書、総合エネルギー統計いずれも 2021 年度実績）のカバー率の推移では、産業部門では、例年 78％

～83%程度のカバー率で推移しており、大きな変動はない。また、業務他部門では、例年 57%～61%

程度のカバー率で推移しており、大きな変動はない。なお、本年度事業報告値は、令和 4年度調査事業

で実施した同分析内容について集計の誤りを修正したため、昨年度事業報告値と数値が若干異なる。 

 

 

図 2-264 総合エネルギー統計における定期報告書のエネルギー使用量のカバー率の推移 
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は、「受電量」「自家発電量」「温冷水発生設備用」「その他消費用」「『調査対象』以外への販売・払出量」

の回答から、各事業者・各燃料の電力使用量を推計する必要がある。本項目では、その方法論を検討

する。 

 

 

図 2-265 エネルギー調査統計 第 7号調査票「B1.電力消費量」の調査票の抜粋 

 

なお、電力のうち、「自家発電_太陽光発電」「自家発電_小水力発電」「自家発電_風力発電」を非化石

電源とみなした。以後、電力のうち非化石ではないものを電力（化石）とする。 

電力（化石・非化石）については、エネルギー消費統計のうち、「受電量」、「自家発電量」、「『調査対象』

以外への販売・払出量」、「自ら使用分」（第 5 号のみ）、「共用部」（第 5 号のみ）、「テナント使用分」（第

5号のみ）、「温冷水発生設備用」（第 7号のみ）、「その他消費用」（第 7号のみ）の回答があった。 

「受電量」と「自家発電量」から、「『調査対象』以外への販売・払出量」を減じた値が、事業者の電力使

用量と解釈できるが、省エネ法では「自家発電量」は計上しない（投入した燃料で計上しており、自家発

電量を計上すると二重計上となるため）というルールとなっている。従って、以下の通り集計した。 

 

⚫ 原則、電力使用量は「受電量」-「『調査対象』以外への販売・払出量」を計上した。 

⚫ なお、以下は例外とした。 

➢ 電力業の事業者は、電気事業法上の発電事業者に該当し、発電事業を行う事業所として

届け出ている工場等と見做すため、「販売・払出」を減じずに、「受電量」を計上した。 

➢ 電力業以外に、ガス業・熱供給業・水道業の事業者も、自家発電を行い販売・払出を行って

いる事業者は電気事業法上の発電事業者に該当する事業者が多いため、「販売・払出」を

減じずに、「受電量」を計上した。 

 

エネルギー消費統計で、「購入・受入量」、「自ら発生・回収量」、「温水・冷水発生用及び自家発電用

以外」、「温水・冷水発生用」、「自家発電用」、「『調査対象』以外への販売・払出量」の回答があった。 

「購入・受入量」と「自ら発生量」から、「『調査対象』以外への販売・払出量」を減じた値が、蒸気需要

量と解釈できるが、省エネ法では「自ら発生量」は算定しない（投入した燃料で計上しており、自ら発生

量を計上すると二重計上するため）というルールとなっている。従って、以下の通り集計した。 

 

⚫ 原則、地熱蒸気・蒸気・温水・冷水の使用量は、それぞれ「購入・受入量」－「『調査対象』以外へ

の販売・払出量」を計上した。 

⚫ なお、以下は例外とした。 

➢ 熱供給業の事業者は、熱供給事業法上の熱供給業事業者に該当し、熱供給事業を行う事

業所として登録を受けている工場等と見做すため、「販売・払出」を減じずに、「購入・受入
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1） 法改正後のエネルギー使用量が推計 1,500klを超越する事業者数に関する分析 

a. 法改正前報告対象事業者数（1,500kl以上）に対する法改正後の報告対象事業者数比 

多くの業種では、法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500klを超える事業者数は減少す

ると推計された。これは、現行で定期報告エネルギー使用量が 1,500kl近辺となる事業者は、法改正に

より電力使用量の換算量の減少の影響が、非化石燃料の集計による影響を上回る傾向にあったことに

よる。 

法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500kl を超える事業者数が増加すると推計された

業種は、「08_設備工事業」、 「12_木材・木製品製造業（家具を除く）」、「13_家具・装備品製造業」、 

「33_電気業」、「61_無店舗小売業」、「72_専門サービス業（他に分類されないもの）」 、「88_廃棄物処

理業」が該当した。これらの業種では、特に、「木質系燃料」、「その他廃棄物利用」の使用量が化石燃料

による電力の計上減少量を上回った事業者が多かった。 

b. 法改正後の報告対象事業者数（推計 1,500kl以上となる事業者数） 

法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500klを超える事業者数が増加すると推計された業

種のうち殆どは、法改正後の報告対象事業者数が 100 未満になると推計された。「88_廃棄物処理業」

のみ、報告対象事業者数が 100以上になると推計された。 

法改正後の報告対象事業者数が大きい「09_食料品製造業」、「16_化学工業」、「31_輸送用機械器具

製造業」は、省エネ法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500kl を超える事業者数が減少す

ると推計された。 

c. 法改正前後の報告対象事業者数の増減（推計 1,500kl以上となる事業者数の増減） 

法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500klを超える事業者数が増加すると推計された業

種のうち、 「88_廃棄物処理業」のみが 20事業者以上増加すると推計された。 

「09_食料品製造業」、「18_プラスチック製品製造業（別掲を除く）」、「31_輸送用機械器具製造業」、

「36_水道業」、「56_各種商品小売業」、「83_医療業」は、法改正により、定期報告エネルギー使用量が

1,500klを超える事業者数が 40以上減少すると推計された。 
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2） 法改正後の業種内のエネルギー使用量の合計 

a. 法改正前業種内エネルギー使用量合計に対する改正後業種内エネルギー使用量合計比 

多くの業種では、法改正により定期報告エネルギー合計使用量が減少すると推計された。これは、全

体的には、法改正後の電力使用量の換算量の減少による影響が、非化石燃料の集計による影響を上回

る傾向にあったことによる。 

法改正により、定期報告エネルギー合計使用量が増加すると推計された業種は、「12_木材・木製品

製造業（家具を除く）」、「14_パルプ・紙・紙加工品製造業」、「16_化学工業」、「18_プラスチック製品製造

業（別掲を除く）」、「21_窯業・土石製品製造業」、「35_熱供給業」、「77_持ち帰り・配達飲食サービス業」、

「88_廃棄物処理業」であった。「14_パルプ・紙・紙加工品製造業」では「回収黒液」・「廃タイヤ」・「RPF」

の報告量が、「16_化学工業」 では「廃タイヤ」の報告量が、「21_窯業・土石製品製造業」 では「廃プラス

チック」の報告量が多くなると推計された。 

b. 法改正後業種内の定期報告エネルギー合計使用量 

法改正により、定期報告エネルギー合計使用量が増加すると推計された業種のうち、「14_パルプ・

紙・紙加工品製造業」、「16_化学工業」、「21_窯業・土石製品製造業」、「88_廃棄物処理業」は業種内の

定期エネルギー合計使用量が 1,000万 klを上回ると推計された。 

「14_パルプ・紙・紙加工品製造業」、「16_化学工業」、「21_窯業・土石製品製造業」において、非化石

エネルギーを計上することにより定期報告エネルギー使用量が増加すると推計された事業者は、法改正

前もエネルギー使用量が 1,500klを大きく超えており、法改正後の 1,500kl以上となる事業者数の増

加には至らなかった。業界全体としては、非化石エネルギー使用量が多いため、業種内の定期報告エネ

ルギー合計使用量は法改正により増加すると推計された。 

「88_廃棄物処理業」では、非化石エネルギーを多く使用する事業者の定期報告エネルギー使用量が

1,500kl 前後となる事例が多く、法改正により、定期報告エネルギー使用量が 1,500kl を超える事業

者数が増加すると推計された。業種内のエネルギー使用量（17 百万 kl）の内訳は、廃油が 9 百万 kl、

「その他廃棄物利用」が 5百万 kl、その他が 3百万 klだった。 
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c. 法改正前後の全業種・全事業者エネルギー使用量の合計量 

図は、法改正前後の全業種・全事業者のエネルギー合計使用量を示す。 

法改正後は、法改正前に比較して、全業種・全事業者のエネルギー合計使用量はわずかに大きくなっ

た。 

エネルギー使用量の少ない業種を中心に、業種内のエネルギー合計使用量は法改正により減少する

と推計されたが、エネルギー使用量の大きい業種のうち複数は、業種内のエネルギー合計使用量が増

加すると推計された。合計量の観点では、後者の影響を受けエネルギー多消費型の産業が利用する非

化石エネルギーの利用量が多くなったため、非化石燃料の集計による増加が法改正後の電力使用量の

換算量の減少を上回った。 

 

 

図 2-267 法改正前後の全業種・全事業者エネルギー使用量の合計量 
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2.4 省エネ法の改正に伴う新たな分析項目・調査手法の提言 

2.4.1 新たな分析項目・調査手法の提言 

（1） 目的 

省エネ法の改正に伴う定期報告書様式の改訂により今後集まる新たなデータを用いた分析項目・調

査手法について検討し業種横断的な考察や、新たな分析、事業者へのフィードバック手法を提案するこ

とを目的とする。 

（2） 新たな分析項目・調査手法案 

特定事業者等は、非化石エネルギーへの転換の目標に関する中長期計画の作成及び非化石エネル

ギーの使用状況等の定期報告を行うことが求められている。 

このことから定期報告書や中長期計画書で報告されるデータを使った分析項目・調査手法案につい

て検討し、以下の 5つのテーマについて提言を行った。 

 

➢ 非化石化の進捗を示す指標 

➢ 非化石化のための施策の把握 

➢ 非化石エネルギー転換実績 

➢ 非化石エネルギー転換に関する計画値（期待効果）と実績との比較 

➢ 非化石エネルギー転換に関するアンケート及びヒアリング 

 

また、非化石エネルギーへの転換以外に関する分析項目・調査手法についても以下の２つのテーマに

ついて提言を行った。 

 

➢ 中長期計画の実施状況 

➢ 原単位算定に関する経過措置の影響把握 

 

以上の分析項目・調査手法案を一覧として表 2-69に示す。 
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表 2-69新たな分析項目・調査手法の提言 

 

 

テーマ 目的
定期報告書

／中長期計画書
No 項目 提言案

定期報告書 1 非化石化率指標作成

定期報告書 2 電化率指標作成

非化石化のための施策の把握

他事業者への示唆を与えることができ

るように、非化石化のための施策とし

てどのようなものが計画されているの

か分類・把握できる項目を検討する。

〔５業種〕

非化石転換の定量目標の目安を決めて

いる主要５業種については、その目安

達成に向けた計画について考察できる

項目を検討する。

中長期計画書 3
非化石エネルギー転換

施策の分類・集計

中長期計画において報告される計画内容を①非化石電気の利用、②化石

燃料から非化石燃料への燃料転換、③電化（化石燃料から電気へ燃料転

換＋電気の非化石化）に分類し、非化石エネルギー転換期待効果を集計

する。

非化石エネルギー転換実績 非化石化進捗状況の詳細把握 定期報告書 4
非化石エネルギー使用

実績の集計

定期報告書の特定・認定・指定ー第２表の記載内容を①非化石電気の利

用、②化石燃料から非化石燃料への燃料転換、③電化（化石燃料から電

気へ燃料転換＋電気の非化石化）に分類し実績を業種毎に集計する。

非化石エネルギーへの転換に関

する計画値（期待効果）と実績

の比較

非化石化の計画と実績の比較
定期報告書

中長期計画書
5

中長期計画の期待効果

と上述実績との比較

中長期計画の内容は、①非化石電気利用、②非化石エネルギーへの転

換、③電化（化石燃料から電気への燃料転換＋非化石電気の利用）に分

類されることから、分類毎の計画値（期待値）と実績値の比較も考えら

れる（※業種を選んで実施）。

アンケート及びヒアリング 好事例及び課題の抽出 ₋ 6

アンケート及びヒアリ

ングによる好事例及び

課題抽出

１~５項目の分析結果を踏まえた調査を行う。非化石化を進めるための

施策策定に資する人的、経済的、技術的な好事例・課題を抽出する。

（ホームページ上で好事例の紹介につなげる）

中長期計画の実施状況 中長期計画の実施状況調査 中長期計画書 7
計画実施率把握

（予備調査）

過去、省エネ小委において、中長期計画の実施状況の確認が行われてい

ないことについてご意見を頂いた経緯もあり、中長期計画の実施状況を

把握することができるのか、予備調査として対象を絞ってアンケートま

たはヒアリングを実施する。

原単位算定に関する経過措置の

影響把握

エネルギーの定義変更による原単位の

対前年度比への影響把握
定期報告書 8

改正前後の原単位対前

年度比の比較

改正前後のエネルギー消費原単位の対前年度比の報告があることから、

限られたデータではあるが改正前後の傾向の違いについて考察する。

非

化

石

化

関

連

非化石化の進捗を示す指標 非化石化進捗状況の把握

定期報告書に記載のあるデータを使って、非化石化の進捗を示すことが

できる指標を検討する。非化石電気の割合については報告対象である

が、非化石燃料の割合についても検討する。

過

年

度

実

施

分

析

関

連
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（3） 新たな分析項目・調査手法の提言案の補足説明 

1） 非化石化の進捗を示す指標 

非化石化の進捗を概観できるような指標について検討した。指標の検討に当たっては、①非化石エネ

ルギーへの転換の進捗状況を把握できる指標であること、②全業種横断的に評価できる指標であるこ

と、③定期報告書のデータを用いて評価できる指標であることを考慮する必要がある。 

 

 
図 2-268 非化石化の進捗を示す指標のイメージ 

a. 指標案 

ア） 非化石化率 

事業者の非化石エネルギーへの転換の指標となる。電気や燃料の使用量を一次エネルギー換算後に

指標を計算する。 

 

非化石化率＝
非化石化エネルギー使用量(非化石電気＋非化石燃料)

全てのエネルギー使用量（電気＋燃料）
 

イ） 電化率 

電気や燃料の非化石化の効率を評価する上で必要な指標である。電気や燃料の使用量を一次エネ

ルギー換算後に指標を計算する。 

 

電化率＝
電気使用量

全てのエネルギー使用量（電気使用量＋燃料使用量）
 

 

省エネ法改正にともない非化石電気の割合を報告することになっている。しかし、全電気使用量に占

める非化石電気の割合が大きいからといって、事業者全体のエネルギー使用量に占める非化石エネル

ギーの割合が大きいことにはならない。エネルギー使用量全体に占める電気の割合が低いと非化石電

気の割合が大きくても事業者全体に占める非化石エネルギーの割合が小さくなることもある。よって、非

化石転換状況を把握するといった観点から、全電気使用量に占める非化石電気の割合を確認するのと
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同時に全エネルギー使用量に占める電気の割合である電化率を確認することが重要である。 

 

 
図 2-269 非化石エネルギー割合の説明 

 

ウ） 非化石電気の割合 

非化石電気の割合については定期報告書の中で報告することになっている。 

エ） 非化石燃料の割合 

燃料転換による非化石化の指標となる。 

 

非化石燃料の割合＝
非化石燃料

全ての燃料
 

b. 指標作成に必要なデータ 

定期報告書の特定・認定・指定-第 2表の構成は下図のとおりとなっている。 

 
図 2-270 定期報告書の構成 

 

この分類に基づき前述の指標を次のとおり計算する。 
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また、自家発電において投入燃料は電気、熱（排熱回収）及び損失となる。定期報告書では自家発電

設備の発電効率や排熱回収効率の記述はないため、発電電力量から投入燃料量を計算したり、排熱回

収した熱で製造した蒸気や温水の熱量を計算したりすることはできない。このため、投入燃料（一次エネ

ルギー換算）から自家発電による発電電力量（一次エネルギー換算）を引いた分を「燃料」（熱利用分＋

損失分）として計算を行う案が考えられる。 

 
図 2-271 自家発電データの扱い 

2） 非化石化のための施策の把握 

中長期計画書には非化石化に関する記載が追加になった。そこで、他事業者が示唆を得ることができ

るように、非化石化の施策として、どのようなものが計画されているのか分類・把握できる項目を検討し

た。特に非化石転換の定量目標の目安を決めている主要５業種については、その目安達成に向けた計

画につい考察できる項目を検討した。 

a. 非化石エネルギーへの転換の分類 

非製造業（業務用）では事業者によってエネルギーフロー図は大きく異ならないこと、令和 4年度第 4

回工場等判断基準基準ＷＧで挙げられた改正省エネ法に基づく措置の分類から、非化石エネルギーへ

の転換は①非化石電気の利用、②化石燃料から非化石燃料への燃料転換、③電化（化石燃料から電気

へ燃料転換＋電気の非化石化）に分類されると考えられる。 
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図 2-273 使用電気全体に占める非化石電気の比率の目標の分析イメージ 

 

イ） 定量目標の目安のある指標 

中長期計画書の「Ⅳ非化石エネルギーへの転換に関する計画」「１．非化石エネルギーへの転換に関

する目標」「1-2定量目標の目安に関する指標の状況」のデータを指標毎に整理する。 

 

図 2-274 区分：１Ｂ 電炉による製鉄業 外部調達電気及び自家発電における非化石エネルギー割合の分析イメージ 

 

ウ） その他の指標の状況 

中長期計画書の「Ⅳ非化石エネルギーへの転換に関する計画」「１．非化石エネルギーへの転換に関

する目標」「1-3 その他の指標の状況」のデータについて、どのような指標が採用されているのか確認す

る。 
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図 2-277 計画内容分類毎の計画値（期待値）と実績の比較のイメージ 

 

2.5 定期報告情報の開示に向けたフィードバック方法の提言 

2.5.1 目的 

近年、サステナビリティ投資やその関連情報の開示が進展しているところ、資源エネルギー庁では、特

定事業者等からの開示宣言に基づき、省エネ法に基づく定期報告書の情報を開示する制度を創設した。

そして、令和 5 年度から、対象事業者を限定した試行運用を実施することになっている。本節では試行

運用のための開示レポート様式の検討及び開示レポートの試行版を作成することを目的とする。 

2.5.2 開示レポート様式 

ＥＳＧ投資家などに向けた事業者別の立ち位置を示す定期報告情報の開示レポート様式及び開示さ

れる項目について提案した。その後、資源エネルギー庁と業界団体等が調整し最終的に決定した様式を

次に示す。 

 

非
化
石
電
気
の
利
用

化
石
燃
料
か
ら
非
化
石
燃
料
へ
の

燃
料
転
換

電
化
に
よ
る
非
化
石
電
気
の
利
用

期待値 実績値

イメージ 
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図 2-278 開示レポートの様式 

 

また、開示シート右上にある【業界の特色】について、以下の業種について文案を作成した。 

 

05_鉱業，採石業，砂利採取業 26_生産用機械器具製業造 

09_食料品製造業 28_電子部品・デバイス・電子回路製造業 

11_繊維工業 31_輸送用機械器具製造業 

14_パルプ・紙・紙加工品製造業 32_その他の製造業 

16_化学工業 33_電気業 

18_プラスチック製品製造業（別掲を除く） 44_道路貨物運送業、 

21_窯業・土石製品製造業 50_各種商品卸売業、 

22_鉄鋼業 56_各種商品小売業 

24_金属製品製造業 97_国家公務 

25_はん用機械器具製造業  

 

2.5.3 開示レポートの試行版の作成 

２０２３年度に試行的に実施する定期報告情報の開示について、47 社分の開示レポートの試行版を

作成した。 
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4） 結果及び考察 

5） 報告範囲 

 各社連結での公表となっているが、JFE ホールディングスのみ、JFE スチール・エンジ・各子会社単

独でのデータを公開しており、JFE スチールの GHG 排出原単位・エネルギー原単位を閲覧可能であ

る。連結ではあるものの、Honda グループは各国別内訳も記載している。省エネ法定期報告と同様の

バウンダリでデータを公表している企業はない。 

6） GHG排出原単位 

 今回の調査対象 14社（※セメント製造業を 1社除外）は、すべて CDP回答済みであり、GHG排出

原単位としてセクター共通で推奨設定されている〔Scope1&2排出量/売上高〕については全社とも何

らかの形でWeb上にて公表している。 

 その他の GHG排出原単位については、以下が主な指標となる印象がある。 

 

    鉄鋼業：      粗鋼生産当たりの排出量 

    セメント製造業： セメント生産量当たり排出量 

    製紙業：      生産量当たり排出量 

    石油化学業：   直接排出量原単位・電力原単位・蒸気原単位の内訳 （※） 

    自動車製造業：  生産台数当たり排出量・1km走行当たりの排出量 

 

※ 気候変動等の取組について外部評価の高い（補足：CDP[A]評価・SBT認定・RE100参画、炭素

関連インデックスの銘柄に複数選定）富士フィルム HDは、あえて排出絶対量目標のみを用いて目

標設定をしており、その理由として『事業規模の拡大と排出抑制の両方を推進するため』としてい

る。気候変動対策に意識の高い企業においては他にも同社のような目標設定のパターンがあり得

る。 

7） エネルギー原単位 

 エネルギー原単位については、GHG排出原単位と同様に、セクター共通で売上高当たりエネル

ギー消費量を記載しやすく、その他には以下が主な指標となる印象。 

 

    鉄鋼業：      粗鋼生産当たりのエネルギー消費量 

    セメント製造業： クリンカまたはセメント生産量当たりエネルギー消費量 

    製紙業：      生産量当たりエネルギー消費量 

    石油化学業：   共通性を見出せないが、 

               あるとすれば特定の化合物（エチレン等）換算生産量当たりの原油換算量（※） 

    自動車製造業：  生産台数当たりエネルギー消費量 

※ 富士フィルム HDは上記の通り絶対値のみの記載。 
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8） 産業トップランナー制度におけるベンチマーク指標との比較について 

a. 鉄鋼業 

 調査対象としたサステナビリティレポート等の公表資料には高炉・電炉の内訳に関する記載はない

が、粗鋼量当たりのエネルギー使用量という点で同様と考えられる（ベンチマーク指標では原油換算

kl）。 

b. セメント製造業 

分母の生産量をクリンカとするかセメントとするかに各社の違いはあるが、生産量当たりのエネル

ギー使用量が記載されている点で同様と考えられる。 

c. 製紙業 

洋紙・板紙の内訳の記載はないが、生産量当たりのエネルギー使用量の記載がある点で同様と考え

られる。ただし、ベンチマーク指標の目指すべき水準とされている再エネ使用率に応じた原単位の記載

はない。一方で、各社再エネ導入について定性目標として記載しているため、ベンチマーク指標の目指

すべき水準に沿ったデータの記載をする企業が増える可能性はある。 

d. 石油化学業 

サステナビリティレポート等の公表資料には内訳に関する記載はないが、CDP 質問書の化学セク

ターに記載欄があり、石油化学系製造ではエチレン等生産量当たりのエネルギー使用量、ソーダ工業で

は生産量当たりの電力使用量と生産量当たりの蒸気使用熱量の記載がある点で同様と考えられる。 

e. 自動車製造業 

ベンチマーク指標は設定されていないが、サステナビリティレポート等ではトヨタ自動車は生産台数当

たり、日産自動車は生産台数当たり及び売上高当たりを記載しており、生産台数が指標になりやすいと

考えられる。本田技研工業については 2023年に向けて検討中としている。 

9） その他指標 

鉄鋼業には、粗鋼生産量・原材料購買量・販売データ等のデータからGHG排出原単位を計算できる

ISO14404 が整備されており、製鉄所の効率を正しく評価することができる（製鉄は一部プロセスを外

部からの中間材購入で賄うため、製鉄所からの実排出量のみに着目すると正しい評価ができず、外部

購入資材の割合を考慮して正しく評価する必要があるため）。 

セメント製造業では、セメント生産高当たりの使用する廃棄物・副産物起源の原材料（∴セメント生産

の際に CO2を出さない原料をどれだけ組み入れているか）を記載している企業あり。 

製紙業では、土地利用による CO2吸収固定量（植林等）を記載している企業あり。 

石油化学業では、その他の指標の記載はなし。 

自動車製造業では、EV 生産台数や EV 製品販売比率、燃料電池車販売台数、企業平均燃費等、

様々であり自社取り扱い製品の傾向に合わせた設定をしていると考えられる。 

10） 非化石電源調達量 

 サステナビリティレポート等に再エネ使用率や目標を記載している企業は少ないが、多くの企業が
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グループ全体での値を CDP回答等に記載しており、CDP回答で再エネ使用量を回答している。また、

富士フィルム HDのみ、再エネ電力使用量及び設置の場合の設備容量や購入量についても事業場ごと

に内訳を公表している。 

 2022年時点のサステナビリティレポート等においては非化石エネルギーへの転換に関する定量目標

の記載はほぼないが、CDP回答を精緻に作成している企業（[A-][A]認定企業）であれば、使用量に

占める再生可能エネルギーの導入量は既に公表済みのため、『定量目標の目安となる水準（省エネ法の

手引き p.13）』を意識した記載へのハードルがそれほど高くない可能性はある。 

 2022年時点では、多くの企業が定性目標の目安となる水準に関する記載を取り入れている。（後述

の「定性項目①～③」参照） 

11） マテリアルバランス 

製造効率を明確にするために投入エネルギー・水資源等のインプットから製品・副産物・排出物質等

のアウトプットを図解する企業が多くある。 

12） 環境保全コスト 

多くの企業が「省エネ」、「温暖化」、「研究開発」等の大枠での記載の仕方をとっており、同社経年比

較は可能だが、各社比較は不可能。 

13） 枠組みへの参画・対応 

すべての企業がGRI、TCFDに乗っ取った報告の仕方をしている。一部企業では SASBも導入。全

企業が CDP 回答済。トヨタ自動車・日産自動車は SBT 認定。富士フィルム HD は SBT・RE100 認

定。 

14） ESG インデックス選定等の外部評価 

鉄鋼業・製紙業・石油化学業の調査対象企業は主要な炭素に関するESGインデックスの銘柄に選定

されている。一方で、自動車製造業では一部の銘柄に選定されているものの選定数は少なく、セメント

製造業に至っては炭素関連 ESG インデックスへの銘柄選定はなかった。自動車製造業及びセメント製

造業に関しては、炭素効率にフォーカスした場合の投資対象として評価されていない可能性、もしくは

企業が重視していない可能性がある。 

15） 取組の概要①～③関連 

開示シートの取組の概要①～③に各社が記載することを想定して情報を抽出。2022 年時点サステ

ナビリティレポート等の公表情報では記載の粒度にばらつきはあるものの、各業界に特有な技術開発な

どの共通性は有り。多くの企業が非化石エネルギーへの転換に関する『定性目標の目安となる水準（省

エネ法の手引き p.13）』にある指標に関する記載を取り入れている。   

鉄鋼業：操炉技術、水素アンモニア混焼発電、COURSE50、水素還元法、スクラップ活用、CCUS 

セメント製造業：廃熱発電、バイオマス発電、カーボンリサイクルセメント（CCU） 

製紙業：バイオマス燃料、黒液利用の拡大、植林 

石油化学業：水素・アンモニア活用、LCA算定  

自動車製造業：水素利用、蓄電池活用、LCA算定  
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（2） Ｓクラス企業数が減少傾向にある業種の分析 

1） 目的 

事業者クラス分け評価制度におけるＳクラスの企業数が僅かに減少し続けている理由を探ることを目

的として分析を試みた。 

2） 評価方法 

a. 原単位変動パターン分類 

先ずエネルギー効率が変わったことにより原単位が改善しているのか悪化しているのか、エネルギー

効率があまり変わらなくても密接値の変動により原単位が改善しているのか悪化しているのかを評価

するために、業種毎に原単位の変動パターンの分析を実施した。 

過去検討した「前年度からの変化」に注目するシンプルなモデルを利用した。原単位構造を分析する

ために次のようなモデルを考える。 

例えば製造業における待機電力のように生産量に関係なく常時エネルギーを消費する固定エネル

ギー量があると考えられる。そして、密接値（製造業であれば生産量）が増えるにしたがってエネルギー

消費が増える変動エネルギー量が考えられる。固定エネルギー量と変動エネルギー量を加えた総エネ

ルギー量を密接値でわったものが原単位となる。この関係を図 2-279に示す。 

 

 

図 2-279 エネルギー変動モデル 

 

次頁以降、各変動パターンについて説明する。 
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次に図２－２９１に評価対象業種全体を対象としたＳクラス増減分析と図 2-２９２に分類分析の結果を

示す。Ｓクラスの累積変化率は 2018→2019年度以降 2019→2020年度まで減少に転じ収支はマイ

ナスとなったが、2020→2021年度においてＳクラス累積変化率は増加し収支はプラスに転じている。 

次に分類分析の結果をみると、原単位が悪化する分類②（橙色）と分類④（青色）を合わせた割合が

2018→2019年度以降2019→2020年度まで増加し続け2020→2021年度に減少に転じている。

一方で原単位の改善を示す分類①（灰色）と分類③（黄色）を合わせた割合は 2018→2019 年度以降

2019→2020 年度まで減少し続け 2020→2021 年度に増加に転じている。原単位が悪化する企業

の割合が増えると原単位が改善する企業の割合が減るので、ここではＳクラスの減少の理由を探ること

を目的とすることから、原単位が悪化する企業の割合に注目して考察を行う。 

 

 原単位の悪化を示す分類②と分類④を合わせた割合が 2018→2019 年度以降に増加していること

が、2018→2019年度以降にＳクラス累積変化率が減少し収支がマイナスとなった原因の一つである

ことが示唆された。 

 2020→2021 年度における原単位の悪化を示す分類②と分類④を合わせた割合の減少が、累積変

化率が 2020→2021年度に増加し収支もプラスに転じた原因の一つであることが示唆された。 

 2017→2018 年度の変化では、原単位の悪化を示す分類②と分類④を合わせた割合が増加してい

るにもかかわらずＳクラスの収支がプラスとなり累積変化率が増加していた。この理由として、原単位

悪化を示す分類②と分類④を合わせた割合が増加している中でＳクラスでなくなる企業数よりも、減

少している原単位改善を示す分類①と分類③の中のＳクラスになる企業数が多くなり、結果としてＳク

ラスの収支がプラスとなる場合が考えられる。さらに原単位が悪化していてもＳクラスのままである企

業もあると考えられる。このように原単位の増減（分類割合の増減）が必ずしもＳクラスの増減と完全

に同じではないことがＳクラス累積変化率と分類の変化に違いが生じた原因であると考えられる。 

 次に原単位が悪化していることを示す分類②と分類④の割合に注目すると、2017→2018 年度から

は分類②の割合が顕著に増加していることが分かる。このことより主に密接値が減少したことにより原

単位が悪化し分類②の割合が増えたことが示唆された。このこともＳクラス累積変化率が減少した原

因の一つであると考えられる。一方で密接値変動が主な原因ではない原単位の悪化を示す分類④の

割合は、7 年間に増減は生じているものの全体の 30%程度に収まっており、分類④の企業数が増加

傾向にないことが確認できた。 

 特に後で示す業種毎の分析に関しては、製造業において 2019→2020 年度に分類②の割合の顕著

な増加を確認した。これは製造業における新型コロナウィルス感染症等の影響による密接値（例．生産

図 2-289分類③における各大分類の割合 

（Ｎ＝173） 

図 2-290分類④における各大分類の割合 

（Ｎ＝859） 
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量）の減少が原因であることが示唆された。しかし、2019→2020 年度では分類②の割合が減少して

Ｓクラスの収支がプラスとなりＳクラス累積変化率が増加に転じている。よって、新型コロナウィルス感

染症等の影響が緩和されるにつれてＳクラスの収支が増加する可能性があることが示唆された。 

 

 

 

  
図 2-292 各分類の割合（全評価対象業種 Ｎ＝１０５８２） 

 

 

次頁以降に各業種（中分類毎）の分析結果を示す。 

  

図 2-291 Sクラスの推移（全評価対象業種 Ｎ＝１０５８２） 
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図 3-2 個社別確認ツールの表示例 
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